
別紙 15 

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準、指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準、指定施設サービス等に要する費用の額の算

定に関する基準、指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準、指定介護予防支援に要する費用の額の算定に関する基準、指定地域密着型サービ

スに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う介護給付費算定に係る体制等

に関する届出等における留意点について（平成１２年３月８日老企第４１号 厚生省老人保健福祉局企画課長通知） 

傍線の部分は改正部分 
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新  旧  

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成 12
年２月厚生省告示第 19 号。以下「居宅サービス単位数表」という。）、
指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準（平成 12 年２
月厚生省告示第 20 号。以下「居宅介護支援単位数表」という。）及び
指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準（平成 12
年２月厚生省告示第 21 号）については、本年２月 10 日に公布された
ところであるが、それぞれの介護給付費の算定に係る体制等に関する
届出に際してその届出項目及び届出様式の記載上の留意点等は下記の
とおりであるので、その取扱いについて遺憾のないよう関係者に対し、
周知徹底を図られたい。 

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成12年
２月厚生省告示第19号。以下「居宅サービス単位数表」という。）、
指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準（平成12年２
月厚生省告示第20号。以下「居宅介護支援単位数表」という。）及び

指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準（平成12年
２月厚生省告示第21号）については、本年２月10日に公布されたとこ
ろであるが、それぞれの介護給付費の算定に係る体制等に関する届出
に際してその届出項目及び届出様式の記載上の留意点等は下記のとお
りであるので、その取扱いについて遺憾のないよう関係者に対し、周
知徹底を図られたい。 

記 記 

第１ 届出項目について 
居宅サービス事業所、居宅介護支援事業所、介護保険施設、介護

予防サービス事業所、介護予防支援事業所、地域密着型サービス事
業所及び地域密着型介護予防サービス事業所（以下「事業所・施設」
という。）から届出を求める項目は、居宅サービス単位数表、居宅
介護支援単位数表、指定施設サービス等に要する費用の額の算定に
関する基準（平成 12 年厚生省告示第 21 号）別表（以下「施設サー
ビス単位数表」という。）、厚生労働大臣が定める特定診療費に係
る指導管理等及び単位数（平成 12 年厚生省告示第 30 号。以下「特
定診療費単位数表」という。）、厚生労働大臣が定める特別療養費
に係る指導管理等及び単位数（平成 20 年厚生労働省告示第 273 号。
以下「特別療養費単位数表」という。）、介護予防サービス介護給
付費単位数表、介護予防支援介護給付費単位数表、地域密着型サー
ビス介護給付費単位数表及び地域密着型介護予防サービス介護給付
費単位数表の中で、介護給付費の算定に際して、 
① 事前に都道府県知事又は市町村長（特別区の区長を含む。以

下同じ。）に届け出なければならないことが告示上明記されて
いる事項 

第１ 届出項目について 
居宅サービス事業所、居宅介護支援事業所、介護保険施設、介護

予防サービス事業所、介護予防支援事業所、地域密着型サービス事
業所及び地域密着型介護予防サービス事業所（以下「事業所・施設」
という。）から届出を求める項目は、居宅サービス単位数表、居宅
介護支援単位数表、指定施設サービス等に要する費用の額の算定に
関する基準（平成 12 年厚生省告示第 21 号）別表（以下「施設サー
ビス単位数表」という。）、厚生労働大臣が定める特定診療費に係
る指導管理等及び単位数（平成 12 年厚生省告示第 30 号。以下「特
定診療費単位数表」という。）、厚生労働大臣が定める特別療養費
に係る指導管理等及び単位数（平成 20 年厚生労働省告示第 273 号。
以下「特別療養費単位数表」という。）、介護予防サービス介護給
付費単位数表、介護予防支援介護給付費単位数表、地域密着型サー
ビス介護給付費単位数表及び地域密着型介護予防サービス介護給付
費単位数表の中で、介護給付費の算定に際して、 
① 事前に都道府県知事又は市町村長（特別区の区長を含む。以

下同じ。）に届け出なければならないことが告示上明記されて
いる事項 
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② 都道府県知事又は市町村長に対する届出事項として特に規定
されているものではないが、 
・ 介護支援専門員が居宅サービス計画を策定する際に支給限

度額を管理する 
・ 介護予防支援事業所の職員が介護予防サービス計画を策定

する際に支給限度額を管理する 
・ 審査支払機関及び保険者において介護給付費の請求に対し

て適正な審査等を行う 
 

上で必要な事項とし、居宅サービス事業所、居宅介護支援事業所
及び介護保険施設については、（別紙１）「介護給付費算定に係
る体制等状況一覧表（居宅サービス・施設サービス・居宅介護支
援）」（以下「体制状況一覧表」という。）、介護予防サービス
事業所については、（別紙１―２）「介護給付費算定に係る体制
等状況一覧表（介護予防サービス）」（以下「体制状況一覧表」
という。）、地域密着型サービス事業所、地域密着型介護予防サ
ービス事業所については、（別紙１―３）「介護給付費算定に係
る体制等状況一覧表（地域密着型サービス・地域密着型介護予防
サービス）」（以下「体制等一覧」という。）に掲げる項目とす
る。 

② 都道府県知事又は市町村長に対する届出事項として特に規定
されているものではないが、 
・ 介護支援専門員が居宅サービス計画を策定する際に支給限

度額を管理する 
・ 介護予防支援事業所の職員が介護予防サービス計画を策定

する際に支給限度額を管理する 
・ 審査支払機関及び保険者において介護給付費の請求に対し

て適正な審査等を行う 
 

上で必要な事項とし、居宅サービス事業所、居宅介護支援事業所
及び介護保険施設については、（別紙１）「介護給付費算定に係
る体制等状況一覧表（居宅サービス・施設サービス・居宅介護支
援）」（以下「体制状況一覧表」という。）、介護予防サービス
事業所及び介護予防支援事業所については、（別紙１―２）「介

護給付費算定に係る体制等状況一覧表（介護予防サービス・介護

予防支援）」（以下「体制状況一覧表」という。）、地域密着型
サービス事業所、地域密着型介護予防サービス事業所については
、（別紙１―３）「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（地
域密着型サービス・地域密着型介護予防サービス）」（以下「体
制等一覧」という。）に掲げる項目とする。 

第２ （別紙２）「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（指
定事業者用）」の記載要領について 
① 「届出者」及び「事業所・施設の状況」については、事業所

・施設の指定（許可）申請の際、記載した事項を記載させるこ
と。 

② 「法人の種別」については、申請者が法人である場合に、そ
の種別を記載させること。 

③ 「法人所轄庁」については、申請者が認可法人である場合に、
その所轄官庁の名称を記載させること。 

④ 「主たる事業所の所在地以外の場所で一部実施する場合の出
張所等の所在地」については、複数の出張所（以下「サテライ

第２ （別紙２）「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（指
定事業者用）」の記載要領について 
① 「届出者」及び「事業所・施設の状況」については、事業所

・施設の指定（許可）申請の際、記載した事項を記載させるこ
と。 

② 「法人の種別」については、申請者が法人である場合に、そ
の種別を記載させること。 

③ 「法人所轄庁」については、申請者が認可法人である場合に、
その所轄官庁の名称を記載させること。 

④ 「主たる事業所の所在地以外の場所で一部実施する場合の出
張所等の所在地」については、複数の出張所（以下「サテライ
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ト事業所」という。）を有する場合は、適宜欄を補正し、全て
のサテライト事業所の状況について記載させること。 

⑤ 「実施事業」については、該当事業欄に〇印を記載させるこ
と。 

⑥ 「異動等の区分」については、今回届出を行う事業所・施設
の異動の別（１新規・２変更・３終了）について記載させるこ
と。 

⑦ 「異動項目」については、体制状況一覧表で選択した項目を
そのまま記載させること。 

⑧ 「特記事項」については、変更の届出を行う際、変更内容が
わかるよう変更前の状況と変更後の状況の詳細を記載させるこ
と。 

ト事業所」という。）を有する場合は、適宜欄を補正し、全て
のサテライト事業所の状況について記載させること。 

⑤ 「実施事業」については、該当事業欄に〇印を記載させるこ
と。 

⑥ 「異動等の区分」については、今回届出を行う事業所・施設
の異動の別（１新規・２変更・３終了）について記載させるこ
と。 

⑦ 「異動項目」については、体制状況一覧表で選択した項目を
そのまま記載させること。 

⑧ 「特記事項」については、変更の届出を行う際、変更内容が
わかるよう変更前の状況と変更後の状況の詳細を記載させるこ
と。 

第３ （別紙３）「介護給付費算定に係る体制等に関する進達書（基
準該当事業者用）」の記載要領について 
① 「届出者」及び「事業所の状況」については、基準該当サー

ビス事業所の登録申請の際、記載した事項を記載させること。 
② 「市町村が定める率」については、全国共通の介護報酬額に

対して市町村の判断により定める支給基準の上限を百分率（〇
〇〇％）で記載させること。例えば、全国共通の介護報酬額と
同じ場合は、「100％」と記載させ、全国共通の介護報酬額より
５％減じる場合は、「95％」と記載させることになる。 
なお、市町村が前記の率を設定し、あるいは変更した場合は、

（別紙４）「基準該当サービスに係る特例居宅介護サービス費、
特例介護予防サービス費、特例居宅介護サービス計画費及び特
例介護予防サービス計画費の支給に係る上限の率の設定につい
て」により届出を求めるものとする。 

③ 「法人の種別」「法人所轄庁」「主たる事業所の所在地以外
の場所で一部実施する場合の出張所等の所在地」「実施事業」
「異動等の区分」「異動項目」「特記事項」については、「介
護給付費算定に係る体制等に関する届出書（指定事業者用）」
と同様であるので、第２の②から⑧までを準用されたい。 

第３ （別紙３）「介護給付費算定に係る体制等に関する進達書（基
準該当事業者用）」の記載要領について 
① 「届出者」及び「事業所の状況」については、基準該当サー

ビス事業所の登録申請の際、記載した事項を記載させること。 
② 「市町村が定める率」については、全国共通の介護報酬額に

対して市町村の判断により定める支給基準の上限を百分率（〇
〇〇％）で記載させること。例えば、全国共通の介護報酬額と
同じ場合は、「100％」と記載させ、全国共通の介護報酬額より
５％減じる場合は、「95％」と記載させることになる。 
なお、市町村が前記の率を設定し、あるいは変更した場合は、

（別紙４）「基準該当サービスに係る特例居宅介護サービス費、
特例介護予防サービス費、特例居宅介護サービス計画費及び特
例介護予防サービス計画費の支給に係る上限の率の設定につい
て」により届出を求めるものとする。 

③ 「法人の種別」「法人所轄庁」「主たる事業所の所在地以外
の場所で一部実施する場合の出張所等の所在地」「実施事業」
「異動等の区分」「異動項目」「特記事項」については、「介
護給付費算定に係る体制等に関する届出書（指定事業者用）」
と同様であるので、第２の②から⑧までを準用されたい。 
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第４ （別紙３―２）「介護給付費算定に係る体制等に関する進達書
（地域密着型サービス事業者・地域密着型介護予防サービス事業者
用）（居宅介護支援事業者・介護予防支援事業者用）」の記載要領
について 
① 「届出者」及び「事業所の状況」については、地域密着型サ

ービス事業所又は介護予防支援事業所の登録申請の際、記載し
た事項を記載させること。 

② 「市町村が定める単位の有無」については、市町村の判断に
より定める単位の有無別（１有・２無）について記載する。 

③ 「法人の種別」「法人所轄庁」「主たる事業所の所在地以外
の場所で一部実施する場合の出張所等の所在地」「実施事業」
「異動等の区分」「異動項目」「特記事項」については、「介
護給付費算定に係る体制等に関する届出書（指定事業者用）」
と同様であるので、第２の②から⑧までを準用されたい。 

第４ （別紙３―２）「介護給付費算定に係る体制等に関する進達書
（地域密着型サービス事業者・地域密着型介護予防サービス事業者
用）（介護予防支援事業者用）」の記載要領について 

 
① 「届出者」及び「事業所の状況」については、地域密着型サ

ービス事業所又は介護予防支援事業所の登録申請の際、記載し
た事項を記載させること。 

② 「市町村が定める単位の有無」については、市町村の判断に
より定める単位の有無別（１有・２無）について記載する。 

③ 「法人の種別」「法人所轄庁」「主たる事業所の所在地以外
の場所で一部実施する場合の出張所等の所在地」「実施事業」
「異動等の区分」「異動項目」「特記事項」については、「介
護給付費算定に係る体制等に関する届出書（指定事業者用）」
と同様であるので、第２の②から⑧までを準用されたい。 

第５ 体制状況一覧表の記載要領について 
１ 各サービス共通事項 
① 「地域区分」は、厚生労働大臣が定める一単位の単価（平成

27 年厚生労働省告示第 93 号）第２号に規定する地域区分をい
い、事業所の所在する地域の地域区分を記載させること。 

② 「割引」については、訪問介護、訪問入浴介護、通所介護、
短期入所生活介護、特定施設入居者生活介護、介護福祉施設サ
ービス、介護予防訪問入浴介護、介護予防短期入所生活介護、
介護予防特定施設入居者生活介護、定期巡回・随時対応型訪問
介護看護、夜間対応型訪問介護、地域密着型通所介護、認知症
対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、小規模多機能型居
宅介護（短期利用型）、認知症対応型共同生活介護、地域密着
型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所
者生活介護、複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）、
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護・短期利用型）、
介護予防認知症対応型通所介護、介護予防小規模多機能型居宅
介護又は介護予防認知症対応型共同生活介護を実施する事業所

第５ 体制状況一覧表の記載要領について 
１ 各サービス共通事項 
① 「地域区分」は、厚生労働大臣が定める一単位の単価（平成

27 年厚生労働省告示第 93 号）第２号に規定する地域区分をい
い、事業所の所在する地域の地域区分を記載させること。 

② 「割引」については、訪問介護、訪問入浴介護、通所介護、
短期入所生活介護、特定施設入居者生活介護、介護福祉施設サ
ービス、介護予防訪問介護、介護予防訪問入浴介護、介護予防
通所介護、介護予防短期入所生活介護、介護予防特定施設入居
者生活介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型
訪問介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、小規
模多機能型居宅介護、小規模多機能型居宅介護（短期利用型）、
認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介
護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、看護小規模
多機能型居宅介護、複合型サービス（看護小規模多機能型居宅
介護・短期利用型）、介護予防認知症対応型通所介護、介護予
防小規模多機能型居宅介護又は介護予防認知症対応型共同生活



別紙 15 

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準、指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準、指定施設サービス等に要する費用の額の算

定に関する基準、指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準、指定介護予防支援に要する費用の額の算定に関する基準、指定地域密着型サービ

スに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う介護給付費算定に係る体制等

に関する届出等における留意点について（平成１２年３月８日老企第４１号 厚生省老人保健福祉局企画課長通知） 

傍線の部分は改正部分 
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又は施設が、居宅サービス単位数表、施設サービス単位数表、
介護予防サービス介護給付費単位数表、地域密着型サービス介
護給付費単位数表及び地域密着型介護予防サービス介護給付費
単位数表に定める額より低い額で介護サービスを実施する場合
に、「あり」と記載させること。 
なお、割引を「あり」とした場合は、その割引の率等の状況

が分かる（別紙５）「指定居宅サービス事業者等による介護給
付費の割引に係る割引率の設定について」又は（別紙５―２）
「地域密着型サービス事業者又は地域密着型介護予防サービス
事業者による介護給付費の割引に係る割引率の設定について」
を添付させることとし、また、割引の率等を変更した場合も当
該別紙により届出を求めるものとする。 

③ 「施設等の区分」及び「その他該当する体制等」で設備等に
係る届出を行う場合は、当該施設又は設備等の状況が分かる（別
紙６）「平面図」を添付させること。 

④ 「人員配置区分」及び「その他該当する体制等」で人員配置
の状況に係る届出を行う場合は、（別紙７）「従業者の勤務の
体制及び勤務形態一覧表」を添付させること。なお、各事業所
・施設において使用している勤務割表（変更の届出の場合は変
更後の予定勤務割表）等により、届出の対象となる従業者の職
種、勤務形態、氏名、当該業務の勤務時間及び職種ごとの配置
状況等が確認できる場合は、当該書類をもって添付書類として
差し支えない。 

⑤ 訪問介護、訪問リハビリテーション、訪問看護、通所介護、
介護予防訪問看護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間
対応型訪問介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、
小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護、介護
予防認知症対応型通所介護又は介護予防小規模多機能型居宅介
護で、サテライト事業所がある場合には、サテライト事業所分
について別葉にして記載させること。 

介護を実施する事業所又は施設が、居宅サービス単位数表、施
設サービス単位数表、介護予防サービス介護給付費単位数表、
地域密着型サービス介護給付費単位数表及び地域密着型介護予
防サービス介護給付費単位数表に定める額より低い額で介護サ
ービスを実施する場合に、「あり」と記載させること。 
なお、割引を「あり」とした場合は、その割引の率等の状況

が分かる（別紙５）「指定居宅サービス事業者等による介護給
付費の割引に係る割引率の設定について」又は（別紙５―２）
「地域密着型サービス事業者又は地域密着型介護予防サービス
事業者による介護給付費の割引に係る割引率の設定について」
を添付させることとし、また、割引の率等を変更した場合も当
該別紙により届出を求めるものとする。 

③ 「施設等の区分」及び「その他該当する体制等」で設備等に
係る届出を行う場合は、当該施設又は設備等の状況が分かる（別
紙６）「平面図」を添付させること。 

④ 「人員配置区分」及び「その他該当する体制等」で人員配置
の状況に係る届出を行う場合は、（別紙７）「従業者の勤務の
体制及び勤務形態一覧表」を添付させること。なお、各事業所
・施設において使用している勤務割表（変更の届出の場合は変
更後の予定勤務割表）等により、届出の対象となる従業者の職
種、勤務形態、氏名、当該業務の勤務時間及び職種ごとの配置
状況等が確認できる場合は、当該書類をもって添付書類として
差し支えない。 

⑤ 訪問介護、訪問リハビリテーション、訪問看護、通所介護、
介護予防訪問介護、介護予防訪問看護、介護予防通所介護、定
期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、地域
密着型通所介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅
介護、看護小規模多機能型居宅介護、介護予防認知症対応型通
所介護又は介護予防小規模多機能型居宅介護で、サテライト事
業所がある場合には、サテライト事業所分について別葉にして
記載させること。 


